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連　結　貸　借　対　照　表
（平成１９年３月３１日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
た な 卸 資 産
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建物及び構 築 物
機械装置及び運搬具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソフトウエア
そ の 他

投資その他の資産
投資有価証券
長 期 貸 付 金
破 産 債 権 等
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（負 債 の 部）
流 動 負 債
支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
未払法人税等
未 払 費 用
製品保証引当金
役員賞与引当金
設備関係支払債務
そ の 他

固 定 負 債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

（純資産の部）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘定

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負債・純資産合計

１７，４２７，８９６
２，６７９，４０２
８，８１５，０９５
５，２４９，８３０
５４０，４６９
３７５，５０１

△２３２，４０２

７，７９７，０１１
６，４４８，９３６
２，５６９，７４３
２，４９４，８９７
５１４，８９１
８１４，３４７
５５，０５６

６１３，３６７
５５１，０８０
６２，２８７

７３４，７０７
３５２，４８６
３２，０００
７２，２０１
２７７，５５８
７２，６６２

△７２，２０１

２５，２２４，９０８

９，５８７，５２５
６，０５９，３０４
１，５００，０００
３２９，２１９
５３５，７１５
３８，５２４
２８，５６０
７５６，７６６
３３９，４３６

１，４１０，０９０
１，３２５，５０８
８４，５８２

１０，９９７，６１６

１４，０７８，２９０
２，５０６，５１２
２，０２８，８８８
９，５８９，８９３
△４７，００４

１０４，６６９
８７，２０２
△２，５６３
２０，０３０
４４，３３１

１４，２２７，２９１

２５，２２４，９０８
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



連　結　損　益　計　算　書
（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

売　　上　　高
売　上　原　価

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
雑 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 損 失
経 常 利 益

特 別 利 益
投資有価証券売却益

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損
投資有価証券評価損
税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 損 失
当 期 純 利 益

３，１１６
１３１，６０７

１１，３５４
６６，２０９

２，８１６

９，８４２
７３，５３５

７３８，５５３
△４６，４１１

２７，３２３，５９４
２０，７５６，２２０
６，５６７，３７４
４，８０６，９７０
１，７６０，４０４

１３４，７２４

７７，５６３
１，８１７，５６５

２，８１６

８３，３７８
１，７３７，００３

６９２，１４２
７，２４５

１，０５２，１０５

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
（平成１８年４月１日から　平成１９年３月３１日まで） （単位：千円） 

平成１８年３月３１日残高 
連結会計年度中の変動額 
新株の発行 

剰余金の配当（注） 
役員賞与（注） 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 
株主資本以外の項
目の連結会計年度中
の変動額（純額） 
連結会計年度中の
変動額合計 

平成１９年３月３１日残高 

平成１８年３月３１日残高 
連結会計年度中の変動額 
新株の発行 

剰余金の配当（注） 
役員賞与（注） 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 
株主資本以外の項
目の連結会計年度中
の変動額（純額） 
連結会計年度中の
変動額合計 

平成１９年３月３１日残高 

２，４２８，０１６ 
 

７８，４９６ 
 
 
 
 
 
 
 
 

７８，４９６  
２，５０６，５１２ 

１，９５０，３８６ 
 

７８，４９６ 
 
 
 
 
６ 
 
 
 

７８，５０２  
２，０２８，８８８ 

８，７９８，１０８ 
 
 

△２２５，５９７ 
△３４，７２３ 
１，０５２，１０５ 

 
 
 
 
 

７９１，７８４  
９，５８９，８９３ 

△４６，１８８ 
 
 
 
 
 

△８３２ 
１７ 
 
 
 

△８１５  
△４７，００４ 

１３，１３０，３２２ 
 

１５６，９９２ 
△２２５，５９７ 
△３４，７２３ 
１，０５２，１０５ 

△８３２ 
２３ 
 
　 
 

９４７，９６７  
１４，０７８，２９０ 

７４，６０５ 
 
 
 
 
 
 
 
 

１２，５９６ 
 

１２，５９６ 
 

８７，２０２ 

─ 
 
 
 
 
 
 
 
 

△２，５６３ 
 

△２，５６３  
△２，５６３ 

２，４３５ 
 
 
 
 
 
 
 
 

１７，５９５ 
 

１７，５９５ 
 

２０，０３０ 

７７，０４０ 
 
 
 
 
 
 
 
 

２７，６２８ 
 

２７，６２８  
１０４，６６９ 

４２，８１０ 
 
 
 
 
 
 
 
 

１，５２０ 
 

１，５２０  
４４，３３１ 

１３，２５０，１７３ 
 

１５６，９９２ 
△２２５，５９７ 
△３４，７２３ 
１，０５２，１０５ 

△８３２ 
２３ 
 

２９，１４９ 
 

９７７，１１７  
１４，２２７，２９１ 

科　　目 

科　　目 

資本金 

その他有価証券 
評価差額金 

資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

繰延ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株 
主持分 

純資産 
合計 

株主資本 

評価・換算差額等 

（注）１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
２．剰余金の配当のうち１０１,９８９千円、役員賞与３４,７２３千円は、前期の定時株主総会における 
利益処分による増減であります。 
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連結注記表
Ⅰ　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する次に掲げる事項
連結子会社５社は全て連結の対象としております。
東洋工機㈱・東洋機械エンジニアリング㈱・TOYO MACHINERY（M）SDN.BHD.
TOYO MACHINERY（T）CO.,LTD. ・東曜機械貿易（上海）有限公司　

２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法を適用した非連結子会社の数 なし
（２）持分法を適用した関連会社の数 なし
３．会計処理基準に関する次に掲げる事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によっております。）
時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。
②たな卸資産
（イ）製品・仕掛品

個別法による低価法によっております。ただし、連結子会社は個別法による
原価法によっております。

（ロ）材料・貯蔵品
総平均法による原価法によっております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産
定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法
に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、平成１０年４月１日以
降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。
②無形固定資産
定額法によっております。なお、ソフトウエア（自社利用分）については社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（３）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。
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②製品保証引当金
成形機のアフタ－サ－ビスに対する費用の支出に備えるため、保証書の約款に
従い、過去の実績を基礎にして、当連結会計年度の売上高に対する必要額を計上
しております。
③役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しておりま
す。
④退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異については、
その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による按分
額を翌連結会計年度より費用処理することとしております。
⑤役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額
の全額を計上しております。

（４）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し
ております。
なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、１２月３１日の直物為替
相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及
び少数株主持分に含めております。

（５）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。

（６）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：為替予約取引
ヘッジ対象：外貨建売上債権及び外貨建予定取引
③ヘッジ方針
当社は、通常の営業過程における外貨建取引の将来の為替相場の変動リスクを
ヘッジする目的で、先物為替予約取引を行っております。

（７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式によっております。
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４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
全面時価評価法を採用しております。

Ⅱ　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更
１．当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成
１７年１１月２９日　企業会計基準第４号）を適用しております。これにより、営業利
益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は２８,５６０千円減少しております。

２．当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会
計基準委員会　平成１７年１２月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成１７年
１２月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。これによる損益
に与える影響はありません。なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
１４,１８５,５２３千円です。当連結会計年度における連結計算書類は、会社計算規則に
より作成しております。

Ⅲ　連結貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 ７,９９６,０４０千円
（２）偶発債務

輸出貨物代金債権譲渡契約に基づく債権譲渡残高 ８１７,７００千円
（３）期末日満期手形

当連結会計年度末日は、金融機関の休日でしたが、満期日に
決済が行われたものとして処理しています。
受取手形 ２４３,２１２千円
支払手形 １３８,６２２千円
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Ⅳ　連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
普通株式　　　 ２０,７０３,０００株

２．配当に関する事項
（１）配当金支払額

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となる
もの
①　配当の総額 １２３,７２１千円
②　１株当たり配当額 ６.００円
③　基準日 平成１９年３月３１日
④　効力発生日 平成１９年６月２２日
なお、配当原資については利益剰余金とすることを予定しております。

３．新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

Ⅴ　１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 ６８７円８２銭
１株当たり当期純利益 ５１円２３銭

 
決　　議 

 
平成１８年６月２１日 
定時株主総会 
平成１８年１０月２０日 
取締役会 

 
株式の種類 

 
普通株式 

 
普通株式 

配当金の 
総額（千円） 

 
１０１,９８９ 

 
１２３,６０８ 

１株当たり 
配当額（円） 

 
５.００ 
 

６.００ 

 
基準日 
 

平成１８年 
３月３１日 
平成１８年 
９月３０日 

 
効力発生日 

 
平成１８年 
６月２２日 
平成１８年 
１２月１１日 


